	６月議会で「大震災から学ぶ我がまちの防災対策」に取り組む場合、いち早く４月に本会議を開催した名古屋市議会での議論が大いに参考になると考え、名古屋市議会での公明馬場規子議員の代表質問を中心にまとめました。
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